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第２節 ５疾病・５事業及び在宅医療の医療連携体制の構築 

 

１ がん  

 

【現状と課題】 

（１）死亡率等の状況 

○ がんの死亡数は、人口動態調査において平成 28(2016) 年は 15,531 人、死亡率

は人口 10 万対で 307.3 となっており、死亡数全体の 30.4 ％を占め、昭和 52(1977)

年から死亡原因の第 1 位となっています。高齢化の進展に伴い、がんの死亡数・死

亡率は増加傾向にあります。 

 

○ がんの平成 28(2016)年における部位別死亡率は、気管・気管支及び肺がんが最

も高く、次いで、大腸がん、胃がんが上位となっています。経年変化では、大腸が

んが増加傾向、肝及び肝内胆管がんが減少傾向にあります。 

 

○ 平成 28(2016)年における本県のがんの年齢調整死亡率（75 歳未満）は、人口 10

万対で、男女計 80.5（全国値 76.1）、男性 102.6（全国値 95.8）、女性 61.2（全国

値 58.0）となっており、男女とも減少傾向にありますが、全国値と比べ依然とし

て高くなっています。 

 

（２）がん予防の状況 

○ 平成 28(2016)年の国民生活基礎調査によると、成人の喫煙率は 20.3%となって

います。 

 

○ 生活習慣病のリスクを高める量を飲酒している者の割合については、「福岡県健

康増進計画」の目標において男性は 12.9％、女性 6.9％としていますが、平成

28(2016)年の県民健康づくり調査によると、男性 16.5%、女性 6.5%となっていま

す。 

 

○ １回 30 分以上の運動を週 2 回以上、1 年以上継続している「運動習慣のある者」

は、同調査によると男性 31.4％、女性 32.6％となっています。 

 

（３）がん検診等の状況 

○ 職域などを含めた本県のがん検診受診率は、平成 28(2016)年の国民生活基礎調

査によると、肺がん 40.9％（全国値 46.2％）、大腸がん 36.4％（全国値 41.4％）、

胃がん 38.2％（全国値 40.9％）、乳がん 40.9％（全国値 44.9％）、子宮頸がん 37.9％

（全国値 42.3％）といずれも全国平均を下回っています。 

 

○ 平成 27(2015)年度地域保健・健康増進事業報告によると、市町村が実施したが

ん検診の受診率は、肺がん 8.5％（全国値 11.2%）、大腸がん 11.9％（全国値 13.8%）、
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胃がん 6.2％（全国値 6.3%）、乳がん 25.5％（全国値 19.8%）、子宮頸がん 27.4％

（全国値 23.0%）と部位で差があり、全国平均との比較では、乳がん、子宮頸がん

の検診の受診率は高く、肺がん、大腸がん、胃がん検診の受診率は低くなっていま

す。 

 

○ また、同報告によると、市町村が実施したがん検診の結果、精密検査が必要と判

定された受検者の精密検査の受診率は、肺がん 85.9％（全国値 80.3%）、大腸がん

71.2％（全国値 68.3%）、胃がん 84.7％（全国値 80.9%）、乳がん 85.8％（全国値

85.4%）、子宮頸がん 82.5％（全国値 72.5%）といずれも全国平均を上回っていま

す。 

 

（４）がん医療の状況 

 ○ がん診療連携拠点病院等については、平成 14(2002)年度から整備をはじめ、平

成 29(2017)年４月現在、県内には、県がん診療連携拠点病院２か所、地域がん診

療連携拠点病院 13 か所、地域がん診療病院２か所、県指定がん診療拠点病院２か

所の計 19 か所が整備されています。〔表 3-5〕 

  

○ 福岡県では、大学病院をはじめとして、高度医療を提供する施設が多い状況にあ

りますが、地域偏在が見られ、医療資源が都市部へ集中しています。 

 

 ○ 県内の受療動向を見ると、二次医療圏を越えた受療も多くみられますが、ブロッ

ク（北九州、福岡、筑豊、筑後の４ブロック）を越えた受療は少ないため、拠点病

院をブロック毎に整備し、がん医療の均てん化を進めています。 

 

 ○ 平成 29(2017)年 4 月現在、緩和ケア病棟を有している医療機関は 33 施設で、

645 床となっています。 

 

 ○ 放射線療法や薬物療法などの専門的知識・技術を持った医師をはじめとした医

療従事者については、充足している状況ではないため、このような医療従事者をさ

らに育成し、質の高いがん医療を提供することが求められています。 

 

【医療機能と医療連携】〔図 3-3〕  

○ かかりつけ医は禁煙外来や肝炎ウイルス検査等、かかりつけ薬剤師は卒煙サポ

ート薬局等により、がんの発症を予防するため日ごろからの生活改善を支援しま

す。また、がんが疑われる症状や所見を持つ患者や、市町村などが行うがん検診に

おいてがんが疑われた人に対して、標準的ながん診療機能を有する医療機関に紹

介し、早期発見、治療に結びつけます。 

 

○ 標準的ながん診療機能を有する医療機関は、がん検診要精密者の精密検査や確

定診断などを実施し、診療ガイドラインに準じた診療や、専門的ながん治療を受け
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た患者の治療後のフォローアップを行います。 

 

○ がん診療連携拠点病院等、専門的ながん診療機能を有する医療機関は、個々のが

んの種類や進行に応じた手術療法、放射線療法・薬物療法及び免疫療法またはこれ

らを効果的に組み合わせた集学的治療等の更なる充実を図ります。 

 

○ 在宅で療養を行うがん患者に対し、かかりつけ医を含む在宅療養支援機能を有

する医療機関と、訪問看護ステーション、かかりつけ薬局等が連携し、地域の特性

に応じた切れ目のない在宅医療を提供します。 

 

○ 在宅死亡割合（全死亡者数に占める在宅等でのがん死亡者数の割合）は、人口動

態調査において平成 28(2016)年は 16.0％（全国平均 22.2％）となっています。 

 

○ 在宅がん患者の緊急時入院病床の確保のため、在宅療養支援病院や在宅療養後

方支援病院等と地域の在宅医療機関によるルール作り、福岡県医師会診療情報ネ

ットワーク「とびうめネット」の登録活用推進など、急変時のバックアップ体制構

築を支援します。 

 

○ がん診療連携拠点病院等と地域の医療機関が連携し、全県下で統一された様式、

手法による５大がん（肺・胃・肝・大腸・乳）及び前立腺がんの「地域連携クリテ

ィカルパス」の運用が行われており、この活用、拡大等を推進します。 

 

○ がんと診断された時から、治療、在宅医療等の様々な場面において、がん診療連

携拠点病院等と地域の医療機関が連携することにより、患者とその家族への精神

心理的苦痛に対する心のケアを含めた切れ目のない緩和ケアの提供を進めます。 

 

○ 質の高いがん医療の提供、各種がん治療の副作用や合併症の予防・軽減など、患

者の生活の質の維持向上を目指し、医科歯科連携による口腔ケアを、周術期等にお

いて進めるなど、多職種連携の推進を図ります。 

 

○ これらの連携体制を、予防、在宅医療については 13 の二次保健医療圏単位で、

専門的な医療等については県内４つ（北九州、福岡、筑豊、筑後）のブロック単位

で築いていきます。 

 

【今後の方向】 

（１）科学的根拠に基づくがん予防・がん検診の充実 

○ たばこ対策や飲酒・運動等の生活習慣改善の推進を図るとともに、肝炎ウイルス

無料検査等の肝炎対策、HTLV-1（ヒトＴ細胞白血病ウイルス－１型）等の感染予防

対策等に取り組みます。 
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○ がん検診のより効果的な受診勧奨、検診を受けやすい体制整備に努めることによ

り、がん検診受診率の向上を図るとともに、精度管理を行うことにより、がん検診

の質の向上を図ります。 

 

（２）患者本位のがん医療の実現 

○ がん診療連携拠点病院等を中心に、標準的な手術・放射線・薬物療法、急変時の

医療等の提供体制の整備、緩和ケアの実施、地域連携クリティカルパスの運用、キ

ャンサーボード10の実施、がん相談支援センターの充実、院内がん登録の実施とい

った均てん化が必要な取り組みの推進等、がん医療の充実を図ります。 

 

○ ゲノム医療、放射線療法、希少がん、難治性がん、小児やＡＹＡ世代11、高齢者と

いったライフステージに応じたがんに係る対策を進めるため、専門医療従事者の育

成等に取り組みます。 

 

○ がん患者が入院、外来通院及び在宅などそれぞれの状況に応じて、必要なサポー

トを受けることができるようチーム医療や介護と連携したサービス提供体制の整

備を推進します。 

 

○ 小児やＡＹＡ世代のがん患者が地域において適切に治療が受けられるよう、医療

機関等と連携を進めるとともに、治療後の日常生活や就学、就労に対する長期フォ

ローアップに取り組みます。 

 

○ 全国がん登録と院内がん登録で得られた情報を利活用することにより、正確な情

報に基づくがん対策を立案し、地域の実情に応じた施策に取り組むとともに、患者

やその家族に対する適切な情報提供を行います。 

 

（３）尊厳を持って安心して暮らせる社会の構築 

○ がん診療連携拠点病院等のがん相談支援センターにおいて、がん患者の身体や精

神面だけでなく社会的な相談等にも対応できるよう、相談支援体制の充実に取り組

むとともに、県民が必要な時に正しい医療情報を入手し、治療や生活等に関して自

分に合った選択ができるよう、科学的根拠に基づく情報の提供を進めます。 

 

○ 学校におけるがん教育だけではなく、がんに対する「偏見」の払拭や県民全体に

対する健康についての啓発につながるよう、民間団体や患者団体等の協力を得なが

ら、がんに関する正しい知識の普及啓発に努めます。 

                                                   
10  キャンサーボード：キャンサーボードとは、手術、放射線診断、放射線療法、薬物療法、

病理診断及び緩和ケアに携わる専門的な知識及び技能を有する医師その他の専門を異にする

医師等によるがん患者の症状、状態及び治療方針等を意見交換・共有・検討・確認等するた

めのカンファレンスのことをいう。 
11  ＡＹＡ世代：ＡＹＡ世代とは、思春期・若年成人（Adolescent and Young Adult, AYA）

の世代のことをいう。 
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（４）働く世代のがん患者支援の充実 

○ がん診療連携拠点病院等で就労支援等に携わる者が患者の状況を踏まえた適切

な支援に必要な知識を身につけることができるよう、研修の実施や情報提供に努め

ます。 

 

○ がん診療連携拠点病院等と連携し、がん相談支援センターにおいて、社会保険労

務士による就労相談を行う等、患者やその家族の求める内容に対応した相談支援の

充実に取り組みます。 

 

○ がんになっても自分らしく活き活きと安心して働くことができる社会を構築す

るため、柔軟な休暇制度や勤務体系の導入など、治療と仕事の両立が可能な職場環

境の整備を推進します。 
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◆ がん診療連携拠点病院等一覧〔表3-5〕   （平成29(2017)年12月末現在） 

ﾌﾞﾛｯｸ 医療機関名 住所 種別 

福岡 独立行政法人国立病院機構  

九州がんセンター 

福岡市 

南区 
県がん診療連携拠点病院 

九州大学病院 
福岡市 

東区 
県がん診療連携拠点病院 

独立行政法人国立病院機構  

九州医療センター 

福岡市 

中央区 
地域がん診療連携拠点病院 

福岡県済生会福岡総合病院 
福岡市 

中央区 
地域がん診療連携拠点病院 

福岡大学病院 
福岡市 

城南区 
地域がん診療連携拠点病院 

国家公務員共済組合連合会  

浜の町病院 

福岡市 

中央区 
県指定がん診療拠点病院 

独立行政法人国立病院機構  

福岡東医療センター 
古賀市 地域がん診療連携拠点病院 

福岡大学筑紫病院 筑紫野市 地域がん診療病院 

筑後 
朝倉医師会病院 朝倉市 地域がん診療病院 

久留米大学病院 久留米市 地域がん診療連携拠点病院 

聖マリア病院 久留米市 地域がん診療連携拠点病院 

公立八女総合病院 八女市 地域がん診療連携拠点病院 

地方独立行政法人  

大牟田市立病院 
大牟田市 地域がん診療連携拠点病院 

筑豊 
飯塚病院 飯塚市 地域がん診療連携拠点病院 

社会保険田川病院 田川市 地域がん診療連携拠点病院 

北九州 
北九州市立医療センター 

北九州市 

小倉北区 
地域がん診療連携拠点病院 

独立行政法人地域医療機能推進機構  

九州病院 

北九州市 

八幡西区 
地域がん診療連携拠点病院 

産業医科大学病院 
北九州市 

八幡西区 
地域がん診療連携拠点病院 

戸畑共立病院 
北九州市 

戸畑区 
県指定がん診療拠点病院 
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 【目標の設定】 

 

指     標 

現     状 目標値 

（平成35 

(2023)年度） 福岡県 全国 

年齢調整死亡率 

（75歳未満） 

（人口10万対） 

   ※1 

男女計 80.5 76.1 

10%減少 

※2 
男性 102.6 95.8 

女性 61.2 58.0 

検診受診率（％） 

※3  

 

胃がん 38.2 40.9 50％以上 

肺がん 40.9 46.2 50％以上 

大腸がん 36.4 41.4 50％以上 

乳がん 40.9 44.9 50％以上 

子宮頸がん 37.9 42.3 50％以上 

 精密検査受診率（％） ※4 71.2～85.9 90％以上 

喫煙率（％） 

男性 33.3 ※5 31.1 ※5 
13.0％以下 

※6 
女性  9.5 ※5  9.5 ※5 

 

※1 平成28(2016)年人口動態調査 

※2 平成29(2017)年の数値を基準とし、平成35(2023)年度までの６年間で10%減少を

目指す。 

 ※3 平成28(2016)年国民生活基礎調査 

子宮頸がんは20歳～69歳、その他のがんは40歳～69歳における検診受診率。 

※4 平成27(2015)年度地域保健・健康増進事業報告 

 ※5 平成28(2016)年国民生活基礎調査 

 ※6 県民健康づくり調査 
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〔図 3-3〕 
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院
・退
院
時
の
連
携

経
過
観
察
・合
併
症
併
発
・再
発
時
の
連
携

支 援

か
か
り
つ
け
医

（
医
科
、
歯
科
）

か
か
り
つ
け

薬
剤
師
・
薬
局

地
域
連
携
ク
リ
テ
ィ
カ
ル
パ
ス

多
職
種
連
携
の
推
進

※
上
記
の
医
療
機
能
を
持
つ
医
療
機
関
は
「
ふ
く
お
か
医
療
情
報
ネ
ッ
ト
（

h
tt
p
:/
/w

w
w

.f
m

c
.f

u
k
u
o
k
a
.m

e
d
.o

r.
jp

 /
）
」
に
掲
載
し
て
い
ま
す
。














